
入江町周辺地区土地区画整理事業　　

— 事業化に向けた地区界測量の実施について —
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１．まちづくりの振り返り 
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 （1）まちづくりの経緯とご意見・ご要望への反映 

•

•

•

4
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 （２）土地の意向申出書の集計状況
 

 ①意向調査の実施概要（令和8年8月時点）
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 ②意向調査の再調査実施状況（令和8年8月時点）

7



 意向調査の再調査結果（Ｑ１回答） 

回答があった心配なこと（所有者ごと）

移転のこと 17.8%
補償のこと 28.0%
暮らしのこと 16.8%
事業のこと 15.9%
相続のこと 6.5%
その他 15.0%
総計 100.0%
※重複回答あり
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 意向調査の再調査結果（Ｑ２回答） 
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意向を変更する可能性（所有者ごと）

土地区画整理事業に賛成 3.50 11.3%
市へ土地を売却したい 6.50 21.0%
Q1の内容が解消できれば、前向きに検討 15.00 48.3%
Q1の内容が解消できても、変更ない 6.00 19.4%
総計 31.00 100.0%

  回答数 回答率

意向を変更
した方



 ③意向申出書及び再調査による意向調査結果
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「反対/その他」のうち15人は
「心配なことが解消できれば
前向きに検討」と回答。

土地区画整理事業へ参加・賛成 78.75 35.2%
市へ土地を売却 86.00 38.4%
土地区画整理事業に反対 25.00 11.2%
その他 34.25 15.2%
意向申出数 総計 224.00 100.0%

※回答数は複数回答の票を等分しているため、小数点以下まで数値を表しております。



 ④個別相談実施後の意向の変化と得られた効果

 

 

11



 ⑤意向調査のまとめ
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 (3)事業の概要
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事業決定前 事業決定後

現 在 

 事業全体のスケジュール（案）
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2．事業化に向けてのお願いとお知らせ　
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 事業決定まで約４年 ～今できること・考えておくこと～
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 ①入江町周辺地区 土地権利者・相続状況（令和7年度時点）

📨

📨



☑

☑

 ②相続登記について
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 ③相続登記のお願い 
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 ④共有名義はできるだけ避ける方向で



 ⑤相続土地国庫帰属制度 ～土地の管理にお困りの方へ～

☑
☑
☑

•
•

•

制度の概要
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 ⑥建物の建て替え等について
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 ⑦移転先への不安の解消に向けて
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３．地区界測量調査のご協力のお願い

26



 （1）地区界測量調査の実施体制
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 （2）地区界測量調査の進め方
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①公共用地ー私有地A－私有地B
②公共用地ー私有地A（筆の途中の折れ点）
③私有地A－私有地Ｂー私有地Ｃ
④私有地A単独（分筆必要な箇所）

公共用地

私有地A 私有地B

私有地C

①
②

④ ③
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調査対象の方にご協力いただきたい内容



•

 ステップ１　
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土地の境界立会いについて（通知）

　土地区画整理事業の施行地区界を確認するため、あなたが所有する下関市入江町〇〇番の土
地と下記の土地との境界について、立会いを行いますので、2026年〇月〇日　午前（午後）〇時ま
でにこの通知書を持って現地までお越しくださいますようお願いいたします。 なお、当日の境界確認
後、書類に署名・捺印をいただく予定なので、印鑑をご用意ください。

記
下関市入江町〇〇番、下関市入江町〇〇番

（注）当日、あなたがご来場できない場合は、代理人のご来場で支障ありません。その際には、代理
人への委任状が必要となりますので、同封の委任状にその旨ご記入ください。委任状は代理人が
当日に持参ください。ご都合が悪い場合や、郵送による境界確認をご希望される方については以下
の調査受託者へご連絡ください。名義人が亡くなっている場合は、市へ連絡ください。
【連絡先】　　〇〇
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 ステップ２　

31



•

•

•

 ステップ３　
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下関営業所

生年月日

　

業務名称　

有効期間

発行日 日
測量計画機関 発行者 下関市南部町１－１ 印

前田　晋太郎

下関市唐戸町2-12プロートン泰平

令和8年7月6日
令和9年3月31日

下関市

（至）

令和8年度 入江町周辺地区土地区画整
理事業地区界測量業務
（自）

令和8年7月

市長

国際航業株式会社名 称

第 ３ 号

氏 名

身　　分　　証　　明　　書
受注者 所 在

公共　三郎
平成3年5月3日

　上記の者は、測量法第15条第1項（裏面記載）の規定によ
り、測量計画機関の委任に基づいて土地に立ち入ることがで
きる者であることを証する。

 ステップ３　
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 ステップ３　



35



•

•
•
•

 ステップ4　
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 ステップ5　
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